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研究成果の概要（和文）：ベトナム中部山間地域における、水力発電計画によるダム開発で強制

的移住した少数民族を研究対象とした。移住による生活環境の変化やコミュニティの変容を考

察し、移住後に再構築されるコミュニティにおいて、レジリエンスの向上させるために必要な

資源を調査研究することを目的とした。結果、移住後の生活保障や食糧確保といった再構築過

程には代替農地の確保等が不可欠であることが明らかとなった。一方で先住少数民族村落の結

束力といった社会的資源が移住後のレジリエンスを強化していることも検証された。 

 
研究成果の概要（英文）：This project investigated the post-resettlement conditions of 
ethnic minority villagers in an upland area of central Vietnam who had been displaced 
by hydropower dam construction in order to understand the impacts of displacement on 
livelihoods and living conditions and to assess the resources that residents can harness. 
The researchers found that a lack of sufficient fertile land were major constraints for 
livelihoods and food security. However, strong community ties and other social and 
cultural capital enhanced post-resettlement community resilience.  
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１．研究開始当初の背景 
 ベトナムでは毎年、1 千万～1 千 500 万人
の住民がダム建設に伴う開発によって、移住
を余儀なくされている（Cernea 1999）。そう
した多くの住民は、長年暮らした家や農地を
手放すだけでなく、移住後には食糧不足、社
会的ストレス、家族問題、貧困の拡大、文化
的つながりの分断、精神的な苦悩を抱えると
言われてきた（Kedia, 2009）。移住の対象地
に暮らす住民の多くが低所得層で、教育のレ
ベルも高くはない先住少数民族であること

から、職業選択の自由も限られてきた。こう
した背景に加えて、地方政府やダム開発プロ
ジェクトの担当行政官らによる移住プロジ
ェクト・スキームは、民族固有の宗教信仰や
コミュニティの独自性、社会構造などを充分
に考慮しておらず、そのためにローカル・コ
ミュニティの分断やプロジェクトへの不満
を生む結果になっているとの指摘が寄せら
れてきた（Downing and Garcia-Downing, 
2009）。ダム建設とそれに伴う移住計画は今
後もベトナム政府の政策として拡大される
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こととなっており、こうした移住の影響を検
証し、移住後の生活の向上と社会システムの
再構築につながるような計画を考察するこ
とが必要となっている。 
 ベトナムでは近年の急激な経済成長に伴
って電力の需要も急増しており、ダム建設ラ
ッシュが起こり、移住を余儀なくされる人々
の数も年々増加している。ベトナム政府は補
償や、移住プロジェクトに関する意思決定過
程への住民参加等を盛り込んだ、新たな法律
を制定するなどして対応を試みているもの
の、実際の政策の執行権が地方政府にあるこ
とから、各省によって対応に大きな差が生じ
ている。 
 本研究ではベトナム中部の山間地域の 2つ
の移住村を調査の対象とし、移住のインパク
トを検証し、移住後の住民がどのような手法
で彼らのコミュニティを再構築しているの
かを考察した。調査対象としたのは先住少数
民族のカトゥ族のコミュニティで、2005 年に
A Vuong 川に中型のダム建設が開始され、そ
の後川が氾濫するまで、A Vuong 川上流の山
間地域に居住していた 
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２．研究の目的 
 本プロジェクトではベトナム中部の山間
地域における、水力発電計画よるダム開発で
強制的に移住を余儀なくされた少数民族の
移住後の状況を研究対象とした。ダム開発に
伴う移住によって生じる生活環境の変化や
コミュニティの変容を考察し、移住後に再構
築されるコミュニティにおいて、レジリエン

スの向上させるために必要な資源を調査研
究することを目的としている。 
 
３．研究の方法 
 調査地としたクアンナム省（Quang Nam 
Province）の Tay Giang 地区と Dong Giang
地区の 2つのフィールドにおいて、異なる専
門分野の研究者らによる学際的な調査チー
ムを組織し、2 年間のプロジェクト期間に約
9 回のフィールド調査を実施して同コミュニ
ティの詳細なデータを収集した。ベトナムで
は少数民族によって言語も異なるため、調査
には少数民族の言語とベトナム語の通訳に
も同行してもらった。 
フィールド調査には多様な社会調査手法

を採用し、定量的調査と質的調査の双方から
詳細な状況把握と評価に努めた。このため、
マッピング、住環境空間の測定、住民アンケ
ートを実施すると共に、半構造的インタビュ
ー（semi-structured interviews）、及びフ
ォーカスグループ・ミーティングを行った。
少数民族住民への調査と並行して、ダム開発
計画のステークホルダーであるベトナム政
府の少数民族政策の担当者、地方自治体の開
発担当者、該当地域で研究を行ってきた文化
人類学の研究者、ベトナム国内外の NGO 関係
者、開発コンサルタントにも個別のインタビ
ューを実施した。 
加えて比較研究を実施するために、本プロ

ジェクトの調査チームは更に同じ少数民族
が移住した 3つの移住村においてもフィール
ド調査を行った。同時に今回の移住を住民側
の立場から支援してきた、ベトナム国内の
NGO とベトナムの大学の研究者といった、い
わば二次的ステークホルダー（external 
stakeholders）に対しても聞取り調査等を行
った。 
 
４．研究成果 
本研究プロジェクトを通じて次の点が明ら
かとなった。 
 
（１）移住後の新コミュニティではインフラ
（物的資本）は大きく向上したが、自然資本
は減少した。特に農地の質と耕作面積の減少
が要因となり食糧不足と貧困が深刻化して
いる。 
 
（2）ベトナムでは法律によって開発政策に
よって生じる移住に対する補償と、アセスメ
ントへの住民参加が規定されているものの、
実際には移住民は十分な補償を受けておら
ず、移住地の選出や移住後の住環境整備計画
の決定過程において自主的参加が認められ
ていなかった。これにより、少なくとも調査
地のひとつでは、住民は土砂崩れの危険の高
い地域に移住を余技なくされることになり、



 

 

結果として更に別の土地へ移住せざるを得
ない状況が生じている。 
 現地での調査からは移住用の住居として
提供された家屋は間取りも狭く、脆弱な作り
であることが分かった。現地での調査からは
移住用の住居として提供された家屋は間取
りも狭く、脆弱な作りであることが検証され
た。このため移住者は転居後に、提供された
欠陥のあるトイレや階段を修理するなどせ
ざるを得なくなった。また彼らが伝統的に使
用してきた台所なども自ら改築をせざるを
えなかった。提供住宅は欠陥が多く、居住困
難な状態であったために、家庭農園のために
確保していた土地に別途住居の建設を行わ
なければならなくなり、移住民は多額の出費
と食糧不足に陥っている。また新住居の建設
のために、森林保護区から建設用に木材を伐
採するなどしており、環境への影響も懸念さ
れている。 
 
（3）移住後も住民の絆は強く、村の名前を
以前と同様に使用するなど、社会的・文化的
資本は揺るがず、コミュニティの結束が移住
によって崩壊することはなかった。 

移住後の新コミュニティでは少数民族の
伝統と手法を駆使し、伝統的地域活動の中心
となるコミュニティハウスが建設された。ま
た個々の住居においても、伝統的様式の台所
の設置など、これまでの伝統を継承した住環
境を創造するリフォームが積極的に行われ
ている。こうしたことからも、移住後のレジ
リエンスの向上には伝統的信仰、習慣様式を
考慮した移住計画の促進が重要となること
が示されている。 
 
（4）これまでに述べたように、移住に伴う
課題として明らかになった、移住先で提供さ
れた土地の質や面積の問題と、移住計画に際
する住民参加の問題は、ベトナム政府も認め
るところであり、ベトナム政府は今後、こう
した大規模な移住計画に対して新たなアプ
ローチの手法が必要であるとの認識に至っ
ている。より多くのステークホルダーの参加
の拡大は現在ベトナム全体で活発になって
いる市民社会運動の波とも相まって、より広
義の利益の公正かつ衡平な配分のメカニズ
ム（benefit-sharing mechanism）が必要と
されている。そうした中で、生態系サービス
への支払い（PES）に関する政策を盛り込ん
だ法律が制定され、ダム開発によって移住し
た村落が新たに PESプロジェクトの対象地と
して決定した。その一例として、本研究プロ
ジェクトのフィールド調査地のひとつでも、
水力発電事業よって得られた税の歳入から
水源地の森林保全に従事した住民に補助を
出すといった、PES プロジェクトが開始され
ている。 

本プロジェクトを通じて明らかになった
強制移住の今後の課題や、研究活動よって得
られた情報と成果を共有し、関係者との議論
の場を設けることで、ベトナムにおける今後
の開発計画とそれに伴って生じる強制移住
問題を考える場として、2013 年 2 月 23 日に
ベトナム・フエ大学（Hue University of 
Agriculture and Forestry）において、ワー
ク シ ョ ッ プ 「 Development-induced 
Displacement: Current Trends and 
Implications」を開催した。同ワークショッ
プにはベトナム国内外の研究者、NGO 代表者、
地方自治体の移住問題担当官、水力発電ダム
計画の政府担当者ら、40 名超の参加を得た。 
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